多国籍企業の「機会主義的行動」と「信頼感の醸成」の最適解に向けて by 手島 茂樹 & Shigeki Tejima
（論文）
多国籍企業の「機会主義的行動」と
「信頼感の醸成」の最適解に向けて
手　島　茂　樹
− 45 −
Ⅰ．はじめに
（1.1）現代の市場競争：「革新的イノベーション」による新規市場の創出
現代の市場競争の本質は、企業独自の経営資源を用い、競合先が作り出せない新規市場を
創出して競合先に打ち勝つことである。
完全競争市場では、完璧な取引情報を持ち、参入・退出自由の、無数の小規模の売手と買
手が、同質の財・サービスの価格競争を行い、結果的に、所与の市場価格の下で、各々の最
適販売・購入量を決定する。完全競争市場が経済全体にいきわたれば、静態的な資源の最適
配分が実現する。しかし、同質の財・サービスの価格競争は、企業にとって必ずしも望まし
い競争ではない。台湾企業 Acer の S. Shee 氏のスマイルカーブの議論にあるように、標準化
された汎用品の製造を行う企業（例えば、本稿Ⅲ．で述べる垂直分離モデルにおけるアジア企
業）は、大規模生産による規模の経済を十分生かしても、厳しい価格競争の結果、低利に甘
んじる。多くの場合、彼らは、より高い収益を求めて、より高付加価値・高収益の新規製品
の研究開発等や自社製品のブランド価値向上へと事業展開を図ろうとする。
現代の市場競争でもっとも有効な企業戦略は、独自の経営資源を用い、画期的な新製品の
市場を創出する「革新的イノベーション」を引き起こすことである。革新的イノベーション
は、製品のモジュール（主要な機能部品）およびアーキテクチュア（基本構造または基本設
計）の両面から、これまで存在しなかった画期的な新製品を生み出して、大規模な新規市場
を創出することである i。それに成功すれば、生産性を大きく向上させ、国の経済社会基盤を
も大きく変換し、動態的な経済成長を生じる。　
革新的イノベーションは、完全競争市場の視点からは、情報の非対称性を作り出す機会主
義的行動に映るが、新製品を開発しても新規市場の創出ができるとは限らないという不確実
性を超克し、社会の変革を促し、持続的な経済成長を達成していくためには不可避の道であ
る。ここでの機会主義的行動は、相手を出し抜く、というよりは新市場創出において競合先
に先んじ、しかも相手の模倣・追随を許さずに、合法的な枠組みの中で、知的財産権の先取・
確保等によって、新規市場を創出・発展させることを意味する。
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一方、企業が、開発・生産に必要な経済取引関係を、取引相手との間で維持・発展させる
ためには、信頼感の醸成が必須である。経済取引に際しては、約定・契約を順守することが
相互の利益を保証し、信頼感の醸成に直結する。しかし、情報の非対称性を利用しようとす
る取引相手の機会主義的行動は全面的に排除できるものではない。現実には全ての機会主義
的行動を排除する「完備契約」は存在しないためである（O．ハート、2010）。革新的イノベー
ションを引き起こすには、取引相手との信頼感の醸成と許容される機会主義的行動のベスト
の組合せとそれに基づく最適な組織設計が必要となる。
本稿Ⅱ．で論ずるように、「長期にわたる信頼感の醸成の利益を、短期の機会主義的行動に
よる利益よりも重視」する「日本型選好（Ｊ選好）」に基づく「ポスト・フォーディズム型垂
直統合組織」（以下、「ポスト・フォーディズム型組織」）は、需要・供給両面から最終製品の
「汎用品化（高品質・高価格の新製品が、世界規模で普及するにつれて、需要・供給両面から
標準化され、低価格化すること）」ii が進みにくい産業では、大きな競争力を持つ。ポスト・
フォーディズム型組織は、取引費用を最小化することにより、「部品と製品の生産システムの
同期化」と「持続的、ボトムアップ型の、事後的な革新的イノベーション（以下「持続的な
革新的イノベーション」）」との両立を実現できるためである iii。持続的な革新的イノベーショ
ンは、「現代の市場競争 I 型」を生じる。
一方、Ⅲ．で論ずるように、需要・供給両面から最終製品の汎用品化が急速に進む産業で
は、「短期の機会主義的行動による利益の獲得を、長期にわたる信頼感の醸成の利益よりも重
視」する「非日本型選好（非Ｊ選好）」のもとで、「急進的、トップダウン型の、事前的な革
新的イノベーション（以下、「急進的な革新的イノベーション」）」によって最終製品の最重要
部分を産み出す垂直分離モデルの中核企業が、最終製品の価値をも支配する。これが、「現代
の市場競争 II 型」である。最終製品そのものを生み出すアジア企業は、中核企業及び自社の
「破壊的イノベーション」の結果、ポスト・フォーディズム型組織に対して競争力を持つ。こ
れが、「現代の市場競争Ⅲ型」である。
すなわち、汎用品化が進みにくい産業では、ポスト・フォーディズム型組織による J 選好
に基づく持続的な革新的イノベーションが有効であり、逆に、汎用品化が進みやすい産業で
は、垂直分離モデルによる非 J 選好に基づく急進的な革新的イノベーションが有効である。
信頼感の醸成と機会主義的行動の組合せは、特性の異なる産業における企業の競争力を大き
く左右する。
本稿は、現代の市場競争の主力である上記の市場競争 I、II、Ⅲ型について分析し、各々の
競争力の淵源となるのは、経済取引にあたっての「信頼感の醸成」と「機会主義的行動」の
ベストの組合せの形であることを明らかにする。本稿Ⅱ．では、市場競争 I 型について、同じ
くⅢ．では、市場競争 II 型およびⅢ型について、各々論ずる。Ⅳ．はその比較検討である。
（1.2）　現代の市場競争の課題と戦略としての消費者主権
（1.1）で論じたように、世界規模での汎用品化は企業組織の競争力のあり方に決定的に大き
な影響力を持つが、汎用品化を加速する大きな要因として、今や発展途上国の新興企業でも、
世界の資本、技術その他の経営資源が比較的容易に入手可能であり、世界市場への新規参入
ができることがある。強力な新規参入企業の挑戦によって、巨大企業が国際競争力を失うこ
とはしばしばである。その大きな理由は、競争力を確立したはずの先進国の大企業が、一定
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品質を維持したうえで、より低価格の製品を創出するという「破壊的イノベーション」（（2.7）
で論ずる）を行う新規参入企業によって駆逐されるためである（クリステンセン）iv。
Ⅱ．で論ずるように、1980 年代、1990 年代には、多くの産業分野で、米国市場において、
漸進的イノベーション（同じく（2.7）で論ずる）を行う米国企業が破壊的イノベーションを
行う日本企業との激しい競争に直面し、苦境に陥った。その上で、日本企業は、持続的な革
新的イノベーションを達成した。需要・供給両面からの汎用品化が緩慢である自動車産業等
では、持続的な革新的イノベーションを達成した日本企業のポスト・フォーディズム型組織
が、20 世紀に引き続き、21 世紀に入っても、欧米企業のフォーディズム型組織に対して、十
分な競争力を持っている。これは、先に述べたＪ選好が、信頼感の醸成と機会主義的行動の
ベストマッチにより、持続的な革新的イノベーションを生ずるためである。
一方、Ⅲ．で論ずるように、ポスト・フォーディズム型組織は、21 世紀の IT エレクトロニ
クス家電産業の分野では、米国企業の急進的な革新的イノベーションと破壊的イノベーショ
ンおよび、破壊的イノベーションに基づくアジア企業の製品製造の連携による垂直分離モデ
ルに対して、苦戦を余儀なくされている。この分野では、需要サイドの汎用品化が急激であ
るため、日本企業が持続的な革新的イノベーションにより新製品を生じても、垂直分離モデ
ルの供給する汎用品に比べて「過剰品質の高価格品」とみなされるためである。
こうした新市場創出競争によって、市場から退出を余儀なくされる企業もあるが、革新的
イノベーションは、最終消費者に大きな便益を与え、ダイナミックな経済成長を生ずる。
しかし、革新的イノベーションに基づく市場競争には二つの大きな課題もある。
第一に、革新的ノベーションに基づく市場競争の結果として生ずる報酬格差・所得格差の
拡大は、市場競争を弱体化し、経済厚生を悪化させる側面がある。このメカニズムを断ち切
り、激しい市場競争によって新たな革新的イノベーションが生まれ、これが、さらに一層激
しい市場競争を生じ、経済のダイナミズムが永続するシステムを構築することが必要である。
第二に、新市場が創出され、企業規模が大きくなるほど、最終消費財を供給する企業と需
要者である消費者との間の情報の非対称性が拡大する可能性がある。上記のとおり、供給サ
イドの企業間取引には、信頼感の醸成と機会主義的行動の緊張関係があるが、消費者と企業
との間の情報の非対称性を削減する恒常的なシステムは確立されていない。究極の経済主体
である消費者が、供給者である企業との情報の非対称性のギャップを埋められなければ、環
境・健康面等に配慮した高度の生活の質を、我々が持続的に保持できる保証はない。
イノベーションが経済成長を牽引する先進国では、環境・健康保全を志向する豊かな消費
者市場が醸成されることこそが、上記二つの課題の解決につながり、最も有効な革新的イノ
ベーション創出の目標となる。そうした消費者ニーズを的確に把握して、新産業を創出する
ことが、企業にとっても最も重要な戦略となる。これについては終章Ⅴ．で論ずる。
Ⅱ．迂回生産のための革新的な垂直的企業組織：現代の市場競争Ⅰ型、
　持続的な革新的イノベーション、ポスト・フォーディズム型組織
（2.1）生産費用と取引費用
最終消費財の大規模生産には、資本財・中間財の利用による迂回生産が必要となる。迂回
生産は、大規模な設備投資への支出を伴うが、規模の経済を達成すれば、平均生産費用を引
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き下げることができる。さらに正確な需要予測に基づく最適な設備投資によって、生産費用
を最小化したうえで、十分な利益を上げる事業計画を実現することができる。　　
但し、この時、考慮すべきは、生産費用だけではない。最適な設備投資を行う際には、最
適な資本財調達と最適な中間財調達が必要である。資本財・中間財の最適調達に当たっては、
これら資本財・中間財の最適な規模の経済の達成に加えて、これらを当該企業内で内製する
か、または、企業外に外注するか、の適格な判断が必要である。この判断の基準となるのは、
（2.2）以下で論ずるように、取引費用である。取引費用こそが、Ⅰ．で論じた、機会主義的行
動と信頼感の醸成との比較考量を行う際の有力な尺度となる。
（2.2）資本財・中間財の企業内調達と市場調達、企業内取引費用と市場取引費用
上記の資本財・中間財を企業内調達する際には、企業内生産費用に加えて、企業内取引費
用が発生する。企業内取引費用には、資本財・中間財の企業内調達に際して必要な探索費用、
輸送費用、新組織設立・運営費用等があるが、最大のものは、企業内調達にかかる機会主義
的費用、すなわち、当該企業組織の構成員たる人的資源が、これら資本財・中間財の企業内
調達に当たって機会主義的に行動し自らの機会主義的利益を得ようとするため、当該企業に
発生する取引費用である。
同様に、これら資本財・中間財を市場調達する際には、市場生産費用に加えて、市場取引
費用が必要である。市場取引費用には、資本財・中間財・人的資源の市場調達に際して必要
な探索費用、輸送費用、新組織設立・運営費用等があるが、最大のものは、市場調達にかか
る機会主義的費用、すなわち、当該市場取引の取引相手が、これら資本財・中間財の市場調
達に当たって機会主義的に行動し自らの機会主義的利益を得ようとすることから、当該企業
に発生する取引費用である。
（2.3）財・サービスの「資産の特殊性」と企業内生産費用・市場生産費用
企業内生産費用と市場生産費用の比較検討の出発点として、O．Williamson の議論が有用で
ある。それによれば、調達対象となる財・サービスが、「資産の特殊性」v の低い汎用品（標
準化された財・サービス）であれば、既に最適規模を達成した汎用品の大規模生産者が、市
場には存在しているはずなので、低コスト・低価格で市場調達できる。これを、当該企業内
で調達しようとすれば、最適生産規模とは程遠く、内部調達は、高コスト・高価格となる。
しかし、調達対象となる財・サービスの資産の特殊性が高まれば、需要が縮小するので、
市場での供給者は次第に限定され、最適生産規模も減少する。その結果、企業内生産費用と、
市場生産費用とのギャップは、次第に減少し、調達対象となる財・サービスの資産の特殊性
が、非常に高度な一定水準に達すると、企業内生産費用と市場生産費用は、等しくなる。
本稿では、こうした資産の特殊性が非常に高い財・サービスを「特殊品」（「汎用品」の対
極にあるもの）と定義する。（2.4）では、特殊品調達には大きな取引費用が生ずることを論ず
る。
次に、O．Williamson の議論にはなく、筆者が指摘する点であるが、中間財および最終製品
ともに資産の特殊性が非常に高く、しかも、最終製品の世界市場が巨大である場合には、当
該最終製品と当該中間財の双方が、最適生産規模を達成していると考えられる。最終製品の
世界市場が巨大であれば、資産の特殊性が非常に高い当該中間財についても、巨大な世界需
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要が間接的に見込まれるためである。この場合、資産の特殊性の高い最終製品および同じく
特殊性の高い中間財について、企業内生産費用＝市場生産費用＝最小平均生産費用、となる。
（2.4）財・サービスの「資産の特殊性」と企業内取引費用・市場取引費用
次に、（2.2）で論じた企業内調達に必要な探索費用、輸送費用、新組織設立・運営費用、お
よび、企業内調達にかかる機会主義的費用といった企業内取引費用と、市場調達に必要な同
様の諸取引費用との比較考量が必要である。留意すべきは、調達対象となる財・サービスの
資産の特殊性が低ければ、市場探索費用は非常に低く、企業内探索費用は、市場探索費用よ
りは大きいことである。同様の議論は、輸送費用、新組織設立・運営費用についても成り立
つ。
調達対象となる財・サービスの資産の特殊性が大きくなれば、探索、輸送、新組織設立・
運営にかかる企業内取引費用と、市場取引費用とのギャップは小さくなる。これまでの議論
は、（2.3）で論じた生産費用の場合と同様である。
しかし、調達にかかる機会主義的費用だけは、他の諸取引費用とは異なる。すなわち、資
産の特殊性が高くなり、ある一定の閾値を超えると、市場で調達する場合の機会主義的費用、
すなわち、「狭義の市場取引費用」の方が、企業内で調達する場合の機会主義的費用、すなわ
ち、「狭義の企業内取引費用」よりも大きくなる。なお、表現の煩雑さを回避するため、特に
断りない限り、本稿では、以下、「狭義の取引費用」を単に「取引費用」と表記する。また、
探索費用、輸送費用、新組織設立・運営費用等は、以下では、開発・生産費用に含めること
とする。それら取引費用の動向は、資産の特殊性に関する限り、生産費用と同等だからであ
る。
調達対象となる財・サービスの資産の特殊性がその閾値を超えて、大きくなればなるほど、
市場取引費用は加速度的に大きくなり、企業内取引費用とのギャップは拡大する。一般に、
資産の特殊性が高くなれば、（a）売手と買手との間の情報の非対称性から生ずる契約当事者
の限定合理性、（b）契約当事者の機会主義的行動、（c）特殊資産への投資により発生する膨
大なサンク・コスト等により、膨大な市場取引費用および企業内取引費用が発生する vi。調達
する財・サービスの資産の特殊性が非常に高いとき市場取引における取引相手の機会主義的
行動はコントロール困難であるが、一方、企業内での機会主義的行動は、当該企業によって
ある程度コントロール可能であるため、資産の特殊性の上昇に伴い、市場取引費用が、企業
内取引費用を大きく超えることとなる。
迂回生産が大規模になり、調達対象となる財・サービス（資本財・中間財）が特殊品であ
るほど、こうした財・サービスの企業内調達の割合が大きくなる。なぜなら、上記の議論か
ら、財・サービスの資産の特殊性が非常に大きい場合には、生産費用、探索費用、輸送費用、
組織設立・運営費用に関して、市場での調達コストと企業内での調達コストが等しくなる一
方、取引費用に関しては、圧倒的に市場取引費用の方が企業内取引費用よりも大きくなるた
め、総費用を考えると、市場調達は、企業内調達に比べて、不利になるためである。
このことは、大規模な迂回生産にあたって資産の特殊性が非常に大きい資本財・中間財を
多用する産業においては、シュンペーター的な大規模企業組織が、有利である根拠となるも
のである。巨大企業を効率的に運営するために生じたのが多事業部門よりなる「フォーディ
ズム型組織」であり、（ⅰ）徹底した標準化による規模の経済の達成、（ⅱ）部品と製品の生
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産の同期化による生産コストの削減、（ⅲ）多事業部門による共通経営資源の利用による範囲
の経済の達成、（ⅳ）多様なイノベーションの成果の新規事業等への適用によるリスク分散等
により、迂回生産を前提とする大規模企業組織の優位性をフルに利用した競争力の実現を目
指した。
しかし、ここで筆者が強調したいのは、上記（ⅰ）−（ⅳ）の目標達成は、フォーディズム
型組織では困難であり、その実現は、（2.5）で論ずるポスト・フォーディズム型組織に委ねら
れることである。なぜなら、上記で論じたように、財・サービスの資産の特殊性が非常に大
きい場合には、総費用は、取引費用に左右されることが多いが、（2.5）で論ずるように、取引
費用を最小化するには、取引当事者間の「信頼感の醸成」と「機会主義的行動」との最適な
組合せを実現するポスト・フォーディズム型組織が不可欠となるためである。
（2.5）ポスト・フォーディズム型組織または取引費用最小化組織（TCM（TransactionCost
Minimization）組織）による取引費用最小化のメカニズム
「ポスト・フォーディズム型組織（取引費用最小化（TCM：Transaction Cost Minimization）
組織）」の最大の競争力は、取引費用の最小化により、（I）部品と製品の生産の同期化（在庫
ゼロ）による総費用（生産費用プラス取引費用）の最小化、および（II）生産の同期化と両立
する形での持続的な革新的イノベーションの実現及びその生産システムへのビルトイン等を、
有効に達成できたことにある。先に（2.4）で述べたフォーディズム型組織の目標（i）−（iv）
は、取引相手との信頼の要素を軽視したフォーディズム型組織では十分達成できないが、機
会主義的行動と信頼感の醸成の巧みな融合を図ったポスト・フォーディズム型組織では十分
に成功した vii。この成功の根源は、以下に論ずるように、ポスト・フォーディズム型組織で
は、取引費用の最小化が達成し得る一方、フォーディズム型組織ではこれを達成しえないこ
とにある。この点を厳密にいうと、Ⅰ．で論じたＪ選好、すなわち、短期取引の機会主義的利
益よりも長期取引継続の利益（いわば信頼醸成の利益）を重視する選好のもとで、「複合財と
しての特殊品」すなわち、（2.3）で定義した、資産の特殊性の高い財・サービスである特殊品
が、同様に資産の特殊性の高い中間財である財・サービスから構成されているとき、ポスト・
フォーディズム型組織は、本項で論ずるメカニズムによって複合財としての特殊品調達につ
いて取引費用の最小化を実現できる。なお、J 選好及び複合財としての特殊品という概念は、
O. Williamson のモデルにはないことを明らかにしておく。
自動車産業のような複雑な機械組立産業では、関連部品の標準化・汎用品化がどれほど進
んでも、製品全体の価値を左右する各種の基幹部品（機構部品）については、特殊品の割合
が多い。しかも関連部品企業も含む、各サブ生産システム間の調整・同時化は、膨大な調整
を要する作業であり、これも特殊品としてのサービスである。複雑な調整を要する製品およ
び部品の設計および総合組立もまた、特殊品としてのサービスである。さらに新開発の新製
品そのものが、そもそも既存の市場が存在しないために、特殊品創出の最たるものであり、
新製品開発は最大の、最も典型的な複合財としての特殊品である。このため、取引費用は必
然的に膨大なものになる。
他方、自動車産業のように高度な成熟産業では、世界の主要ライバル企業は各々、最新の
技術に基づき、最適規模の生産を達成し、生産費用に関しては、近似的に、いずれもが同等
の最小平均費用を達成していると想定できる。しかし、生産費用が日米欧企業に共通であっ
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たとしても、上記のとおり、主要部品も完成品も特殊品の特性が強いために、総費用に占め
る取引費用のウエイトが大きく、取引費用の大小が、企業の総費用（生産費用＋取引費用）
および価格競争力の決定的要素となる。更に、（2.7）で論ずるように、「特殊品」の割合が多
いことは、製品の質にも大きな影響を及ぼす。
以下では、複合財としての特殊品の調達（自社内の調達または外部発注）に当たり、J 選好
の条件が充足されれば、部分的な内部調達（自社内開発および内製）（下記のα％）および部
分的な外注（同じく、（1−α）％）を最適に組み合わせることにより、取引費用を最小化でき
ることを数式、数値例及びグラフを用いて明らかにする。なお、取引費用を最小化できる最
適内部調達率を、α＝ J％とする。　
簡単化のために、例えば、自動車組立企業 A 社（以下 A 社）が、最新型のハイブリッド自
動車、プラグインハイブリッド自動車または電気自動車、すなわち、複合財としての特殊品
としての新製品 X を、自社内または外注によって開発・生産するケースを想定する。
以下の式で、C1 は企業内取引費用、C2 は市場取引費用、G1 は企業内開発・生産費用、G2
は市場開発・生産費用である。（１）式以降の（  ）内は、調達する特殊品の内部調達率（自
社内開発率および内製率：α％）である。
総コスト＝生産費用（G）＋取引費用（C）viii
　＝企業内生産費用（G1）＋市場生産費用（G2）
　　＋企業内取引費用（C1）＋市場取引費用（C2）
取引対象である財 X の資産の特殊性（特殊度）（S）が十分に高い（S＞S**）ので、
C1（100）＜C2（0） （１）
X 財が複合財としての特殊品であるため、（１）式は、X とその構成部品に成り立ち、その調
達に当たり、100％市場調達する際の市場取引費用は、100% 内製する際の企業内取引費用よ
りも大きい。
G1=G2 （２）
（２）式は、X およびその構成部品につき、市場生産費用と企業内生産費用は等しいことを
意味する。
Sc, Sc1, Sc2, ---Scn＞S*  （３）
（３）式は、X 財およびその構成部品の特殊度（Sc, Sc1, Sc2, ---Scn）が十分に高く、情報の
非対称性が大きいため、その各々に上記（１）（２）が成り立つことを含意する。すなわち、
（３）は、X が複合財としての特殊品であることの定義である。
（１）＋（２）より、
C1（100）+G1＜C2（0）+G2 （４）
この場合には、O. Williamson の指摘通り、より少ない総費用（C＋G）を生ずる企業内取引
が選ばれる。
しかし、これは途中段階に過ぎない。本項で明らかにするのは、上記のケースで、新製品
の開発に当たり、一部を内製し、一部を外注することによって、C1（100）より低い取引費
用を実現できることおよび C1（100）+G1 よりも低い総費用を実現できること、すなわち、
（５）式にみるように、J 選好のもとで、複合財としての特殊品 X の最重要部分のみを内製
し、それ以外の部分を外注した時に、そしてそのときにおいてのみ、取引費用を最小化でき
ることである。取引費用を最小化する最適内部調達率をα＝ J％とすれば、
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C1（J）+C2（100−J）=Min.（C1（α）+C2（100−α）＜C1（100）＜C2（0） （５）
以下では、表１の数値例を用いて、（5）式の取引費用最小化が成立するプロセスを説明す
る。なお、数値例の根拠となる方程式は下記のとおりである ix。
C1=（α/20）3,  C2=1.6（5−α/20）3,
dC1/dα=3（α/20）2＞0,  d2C1/dα2=6（α/20）＞0
dC2/dα=−4.8（5−α/20）2＜0,  d2C2/dα2=9.6（5−α/20）＞0
0=＜α=＜100
表１で組立企業 A 社が、新製品 X の開発の全てを、有力な関連部品企業 B（以下 B 社）に
外注するとする。X は複合財としての特殊品であるため、X およびその主要構成部品につい
て、（１）（２）（３）式が成り立ち、開発費用および生産費用は、A 社が自ら開発・生産して
も、B 社に発注しても同額である。
一方、A 社は、この X を自ら開発しない限りは、X の開発に関する知識・情報を持たず、
開発費用とは別に、200 の市場取引費用（すなわち、B 社の機会主義的利益）を B 社に支払
わなければならない。表１で、100% 外注の場合、市場取引費用 200、企業内取引費用 0 であ
り、取引費用合計（＝市場取引費用＋企業内取引費用）200 を支払う。
言い換えれば、A 社が B 社に X を 100% 外注することは、いわば独占企業 B 社に 100% 発
注することであり、B 社の高い独占利潤、すなわち、B 社の機会主義的利益、つまり、A 社
にとっての市場取引費用（C2）である 200 を、開発・生産費用に上乗せした価格を支払わざ
るを得ない。
逆に、A 社が X を 100%、企業内で開発すれば、市場取引費用は発生しないが、企業内で
の取引費用 125 を、A 社内で支払わねばならない。100% 企業内開発の場合には、市場取引費
用 0、企業内取引費用 125 であり、取引費用合計は、125 となる。
表１　取引費用最小化の数値例（手島茂樹作成、2015）
このため、両者を比較すれば、より取引費用の少ない、100％企業内取引が選択される。新
製品 X を A 社が内製すれば、たとえ企業内取引費用 C1 が 125 かかっても、市場取引費用 C2
である 200 よりは低い。独占的取引相手の B 社に対する交渉力よりは、企業内での従業員等
に対する交渉力は、はるかに強いためである。
すなわち、
企業内取引費用（C1）（=125）＜市場取引費用（C2）（=200）　　であり、G1=G2 のとき、
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企業内の開発・生産費用（G1）＋企業内取引費用（C1）＜市場での開発・生産費用（G2）＋
市場取引費用（C2）　　
となることから、O. Williamson の想定通り、企業内での開発・生産が選択される。
しかし、そこから先が決定的に重要であり、それこそが O. Williamson の想定にはない、本
稿の論点である。複合財としての特殊品である新製品 X は、主要部品 X1---Xn に分解され、
これら主要部品は各々、新製品 X と同様に、十分に高い資産特殊性を保有する。注目すべき
は、A 社が、最重要部品から、順次、重要度に応じて、自社内での開発を開始すれば、独占
的地位にあったはずの部品企業 B 社は、自らのＪ選好に基づき、A 社からの今後の受注を可
能な限り確保するために、これまで享受していた機会主義的利益を劇的に削減することであ
る。複合財としての特殊品の定義に基づき、これら主要部品には、十分に高い資産特殊性が
あるため、開発・生産費用は企業 A でも企業 B でも、各々同額である一方、Ｊ選好に基づ
く B 社の行動は、A 社の市場取引費用 C2（B 社の機会主義的利益）を、劇的に削減する。他
方、A 社の企業内取引費用 C1（A 社の従業員の機会主義的利益）は、A 社の開発率が上昇し
ても、雇用継続を重視する A 社の社員のＪ選好によって、当初、それほど急激には増加しな
い。この結果、Ｊ選好のもとでは、部分的な自社内開発（上記の J%）と部分的な外注（（１
− J）%）の最適組み合わせによる取引費用の最小化が可能となる。このことを数値例により
示す。
表１で、新製品 X の開発のうち、最も重要なエンジン等の駆動機構（第１部品（X1））の
開発は、開発全体の 20% を占める。この部分の開発をＡ社が自社内で行えば、X1 の企業内
取引費用 C1 は 1 であるのに対し、X2 から X5 までの市場取引費用 C2 は 102.4 であるため、
取引費用総額 C1+C2 は 103.4（＝1＋102.4）である。これは、100% 外注の場合の市場取引費用
200 や、100% 企業内開発の場合の企業内取引費用 125 よりも小さい。しかし、これは A 社に
とって、最適な企業内部品開発率ではない。新製品 X にかかる企業内取引費用は市場取引費
用を大きく下回っているので、一層の企業内部品開発が選好される。
そこで、次に重要な X2 部品まで A 社が企業内部で開発すれば、A 社の企業内開発率は
40％であり、X1 および X2 の C1 は 8 まで上昇するものの、X3 から X5 までの C2 が 43.2 ま
で低下し、C1+C2 は 51.2 に低下する。依然として企業内取引費用が市場取引費用を下回って
いるので A 社内の部品開発がさらに推進される。
第 3 部品 X3 まで A 社で開発すると、企業内開発率は 54%、C1 も、C2 もほぼ 20 弱とな
り、C1+C2 は 40 弱となる。このとき C1+C2 は、最小となる。まさに R. コースの言うよう
に、企業内取引の範囲は企業内取引費用が市場取引費用以下になることである x。
第４部品 X4 まで A 社で開発すると、企業内開発率は 80%、C1 は、64、C2 は、1.6、
C1+C2 は、65.6 となる。明らかに、X4 まで A 社が開発するのは不効率であり、X4 は、B 社
に外注すべきである。X5 も当然外注される。第 5 部品 X5 まで開発すると、全てを A 社で開
発することになり、取引費用総額は 125 まで上昇する。 
この数値例では、取引費用の最小化点は、第３部品（X3）までの内製化により達成され、
取引費用総額は 40 弱であり、O. Williamson の想定した X1 から X5 まで、全てを企業内 A 内
で開発する場合の取引費用総額 125 よりはるかに小さく、取引費用を最小化できる。
取引費用最小化を可能にするのは、企業および従業員のＪ選好である。新製品 X の重要部
品 X1---Xn につき、重要度の高い順から、A 社による自社内開発が進むとき、市場取引費用
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が急速に減少するのは、B 社が、Ｊ選好に基づき、残された部品開発受注を最大限確保すべ
く、自社の機会主義的利益、すなわち、A 社の市場取引費用を大きく減少させるためである。
表１において、A 社が、X1 の内製を始めれば、市場取引費用 C2 が、200 から 102.4 へと急速
に減少するのはそのためである。但し、A 社が、内製を進めれば進めるほど、B 社からみた
顧客としての、A 社の重要性は低減するので、市場取引費用の減少率も逓減する。すなわち、
X1 に加えて、X2 も内製すれば、C2 は、102.4 から 43.2 へとさらに逓減するが、逓減幅は、
97.6 から 59.2 へと急減する。同様に、X3 まで内製すれば、C2 は、43.2 から 20 弱へとさらに
逓減するが、逓減幅は、59.2 から 23.7 へと一層激減する。一般的に、組立企業が内製を進め
れば、市場取引費用 C2 は逓減するが、その逓減率も減少する（下の（７）式）。
他方、企業内取引費用が当初僅かしか増加しないのは、A 社内の従業員が、Ｊ選好に基づ
き、機会主義的利益（具体的には、機密事項の持ち出し等）よりも A 社との雇用確保を優
先するためである。但し、A 社が、内製を進めれば、企業組織も増大し、機会主義的行動の
可能性も増大するので、企業内取引費用の増加率は逓増する。表１において、X1 から X5 へ
と、内製が進むにつれて、企業内取引費用 C1 が、１から 125 まで逓増し、逓増幅も１から
61 まで増加するのは、そのためである。一般的に、組立企業が内製を進めれば、企業内取引
費用 C1 は逓増し、その逓増率も増加する（下の（６）式）xi。
A 社の内部開発率（α）の増加に伴う、市場取引費用の逓減とその逓減率の逓減、および、
企業内取引費用の逓増とその逓増率の逓増は、図１の市場取引費用曲線と企業内取引用曲線
が、共に、横軸（部品開発率）に対して凸であるという特性を生み出し、Ｊ選好に基づくポ
スト・フォーディズム型組織である日本企業は、「企業内取引費用＝市場取引用」となる、取
引費用の最小化点 J 点（最適企業内開発率点）に到達することが出来る。それが、先の表１
では、第３部品（X3）までの内製化を達成した点である。
したがって、J 選好のもとでは、
ｄC1（α）/dα＞０、ｄ2C1（α）/dα2＞０ （６）
であり、
ｄC２（α）/dα＜０、ｄ2C２（α）/dα2＞０ （７）
である。
Ｊ選好に基づく、この凸性の特性の核心は、A 社の企業内開発率の上昇に直面して、A 社
の従業員も、A 社の取引先である B 社も、当面の機会主義的利益を獲得するよりも、長期・
永続的な取引継続の利益、すなわち、取引相手の信頼を勝ち得るべく、自己の交渉力以下に
機会主義的利益（＝ A にとっての取引費用）を抑制することである。A 社は、それを利用し
て C1+C2 を最小化するα（＝ J）の最適選択を行うことができる。
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図１　 J 選好の下での取引費用最小化：戦略曲線（ST Curve=C1 Curve+C2 Curve）上の
　　　J 点：C1 Curve は企業内取引費用曲線、C2 Curve は市場取引費用曲線
（手島茂樹、1998−2015） 
図２　非 J 選好の下での取引費用最小化：戦略曲線（ST Curve=C1 Curve+C2 Curve）上の
　　　W 点：C1 Curve は企業内取引費用曲線、C2 Curve は市場取引費用曲線
（手島茂樹、1998−2015） 
一方、「長期的・永続的な取引継続の利益よりも一回の取引で出来るだけ高い機会主義的利
益を得ることを選好する」という「非日本型選好（非Ｊ選好）」は、日本以外の世界の大半で
は一般的である。この場合、両曲線は、図２にみるように、横軸に対して凹となり、取引費
用最小化点であるＪ点は存在しない。
非Ｊ選好のフォーディズム型組織である米欧企業では、O. Williamson の指摘通り、C1
（100）が、達成可能な最小取引費用（図２の W 点）であり、C1（J）+C2（100−J）=Min.（C1
（α）+C2（100−α）は、達成できない。
非日本型選好（非 J 選好）」のもとでは、
市場取引費用曲線
取引費用
企業内取引費用曲線
Ｊ
戦略曲線（市場取引費用曲線＋企業内取引費用曲線）
組立企業内の内部開発（および内製）率
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ｄC1（α）/dα＞０、ｄ2C1（α）/dα2＜０ （６）’
であり、
ｄC２（α）/dα＜０、ｄ2C２（α）/dα2＜０ （７）’
である。
（2.6）取引費用最小化から総費用最小化へ、さらに「現代の市場競争Ⅰ型」における価格・
　　　コスト競争力の確立へ
上記（2.5）で示したように、Ｊ選好に基づくポスト・フォーディズム型組織は、取引費用
の最小化を達成できる。このとき、総費用も最小化できることは明らかである。すなわち、
（１）（２）（３）（４）式が成立し、下記に再掲する（５）式が成り立つときには、明らかに、
（８）式も成り立つ。
C1（J）+C2（100−J）=Min.（C1（α）+C2（100−α）＜C1（100）＜C2（0） （５）
C1（J）+C2（100−J）+G1（J）+G2（100-J）=Min.（C1（α）+C2（100-α）+G1（α）+G2（100-α））
＜C1（100）+G1（100）＜C2（0）+G2（0） （８）
一方、上記のとおり、非Ｊ選好に基づくフォーディズム型組織では、取引費用および総費
用の最小化は達成できない。
製品および部品の汎用品化が緩慢にしか進まないという需要特性がある市場、言い換えれ
ば、低価格志向よりは高品質志向が強い市場、例えば、自動車市場において、議論の簡略化
のために、日米欧のライバル企業が、同等の技術を用いて、同等の規模の経済を達成したと
想定すれば、同等の生産費用が達成され（8）式において、
G1（J）+G2（100−J）=G1（100）
となる。しかし、取引費用については、
C1（J）+C2（100−J）=Min.（C1（α）+C2（100−α）＜C1（100）
となるので、複合財としての特殊品である新製品 X の調達に当たり、取引費用 C1（100）を
支払う非Ｊ選好のフォーディズム型組織である米欧企業は、下記の図３で、直線 MRTF で
あらわされる長期限界総費用＝長期平均総費用を実現する。一方、最小化された取引費用
C1（J）+C2（100−J）を達成するＪ選好のポスト・フォーディズム型組織である日本企業は、
直線 KSUG であらわされる長期限界総費用＝長期平均総費用を達成する。
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図３　 現代の市場競争 I 型（ポスト・フォーディズム型組織とフォーディズム型組織との競
争）（手島茂樹、2008−2015）
 
簡単化のために、日米欧のライバル企業が、各々一時的に、一種の独占的競争を実現し、
各々同等の差別化能力により、同じ需要曲線 ADEFGB に直面しているとすれば、上記の供給
面でのコスト競争力の相違が価格競争力の相違となる。すなわち、直線 MRTF であらわされ
る長期限界総費用を実現する米欧企業の利潤を最大化する価格は、DP であるのに対し、直線
KSUG であらわされる長期限界総費用を実現する日本企業の利潤を最大化する価格は、EQ で
ある。明らかにＪ選好のポスト・フォーディズム型組織は、非Ｊ選好のフォーディズム型組
織に対して、コスト・価格競争面で、競争力を持つ。これが現代の市場競争 I 型である xii。
しかも、現代の市場競争 I 型は価格と品質両面の競争であり、（2.7）で論ずるように、ポス
ト・フォーディズム型組織は、Ｊ選好に基づき、品質向上・共同開発のための協力を、フォ
ーディズム型組織よりも期待しやすく、持続的な革新的イノベーションに基づく新製品の創
出を、達成しやすい。
（2.7）持続的な革新的イノベーション
歴史を概観すれば、第 2 次大戦後、日本企業は、欧米企業の高付加価値品市場に参入する
に際し、まず、市場の要求する一定水準の品質を確保しつつ、ライバル企業より低価格で製
品を提供し、その市場を獲得する破壊的イノベーション戦略をとった。その後、表 2 にみる
ように、ポスト・フォーディズム型組織の特性を生かして、生産プロセスにおける改善を積
み重ね、「モジュラー・イノベーション」（画期的な主要部品とその市場を創出）、「アーキテ
クチュラル・イノベーション」（画期的な基本設計・デザインとその市場を創出）を通じて、
持続的な革新的イノベーションに至った。持続的な革新的イノベーションは、連続的なモジ
ュラー・イノベーションとアーキテクチュラル・イノベーションの結果、品質・コストの面
から、画期的な新製品を生み出し、その市場を創出するものである。
持続
費用ー価格
需要曲線
限界収入曲線
当初の長期平均総費用＝当初の
長期限界総費用
「 的革新的イノベーション」
後の長期平均総費用＝
　　 同長期限界総費用
　　　（取引費用最小化を反映）
数量
Ａ
Ｄ
Ｅ
Ｆ
Ｇ
ＢＣＱＰＯ
Ｋ
Ｓ
Ｕ
Ｕ
Ｒ
Ｍ
Ｌ
Ｈ
Ｔ
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表２　 革新的イノベーションの達成可能性（Henderson.Rebecca M. and Clark. Kim B. （1990）
のマトリックスを筆者修正）（手島茂樹 2010−2015）
 
第二次大戦後、先進国の「ファースト・ベスト市場」（高品質であれば、たとえ高価格でも
これを希求する、品質志向の強い市場。図 4 の F1F1（より高品質とより低価格の消費者の選
択であるため原点に対し凹となる））において、欧米大規模企業（これを W とする）は、既
存の技術体系 T1T1（より高品質とより高価格の生産者の選択であるため原点に対し凸とな
る）のもとで自社の市場を確立した。これが図４の出発点である A 点である。企業 W は、
ローリスク・ハイリターンの経営を目指し、より高付加価値・高価格な製品の開発に傾きや
すい xiii（クリステンセン 2001）。これが、「漸進的イノベーション」であり、図４において、
T1T1 に沿って、矢印に②の方向へ、B’点に向かう動きで示される。企業 W が寡占的あるい
は独占的な力を持っていれば、市場の需要 F1F1 と T1T1 上の B’点との間に乖離が生じ、過
剰品質の高価格品となっても、企業 W は、超過利潤を得ながら、事業遂行が可能である。し
かし、日本企業 J が欧米市場に持ち込んだ破壊的イノベーションは、同じ技術体系 T1T1 の
下で、市場の許容する品質で、より低価格の製品を供給するので、この矢印②の動きを反転
させ、もとの A 点に至る矢印②’の動きを生ずる。市場の真のニーズが A 点にあるとき、破
壊的イノベーションによって、日本企業は、ファースト・ベスト市場 F1F1 に参入して企業
W を駆逐し市場を確保することができる。
しかし、企業 J の事業戦略はそれにとどまらない。企業 J は、（2.5）および（2.6）で論じた
ポスト・フォーディズム型組織の優位性を生かして、持続的な革新的イノベーションを達成
する。これは、図４において、A 点から B 点への矢印①の動きで表され、より高品質、より
低コスト・低価格の新製品を、部品およびアーキテクチュアの漸進的・持続的な改善の積み
重ねに基づいて創出する。高品質と低コスト・低価格により、持続的な革新的イノベーショ
ンは、新しい技術体系 T2T2 を創出すると同時に、新しいファースト・ベスト市場 F2F2 を
生み出すことができる。企業 J が先進国の高付加価値品市場で競争力を発揮する淵源は、ま
さに、これまで論じた、ポスト・フォーディズム型組織の取引費用の最小化および、それに
基づく持続的な革新的イノベーションの達成によるものである。企業 W のフォーディズム型
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組織が、漸進的イノベーションによって、F2F2 市場向けに高品質製品を B’点で生産しても、
日本企業のポスト・フォーディズム型組織による B 点での生産に、費用・価格面で、到底及
ばない。
図 4　 「ファースト・ベスト市場」「セカンド・ベスト市場」とイノベーション
（手島茂樹、2011−15）
 
しかし、持続的な革新的イノベーションが現実の生産システムの中で実現するためには、
持続的な革新的イノベーションとジャストインタイムに象徴される、関連企業を含む、部品
と製品の生産の同期化とが、両立することが、必要である。（2.8）で論ずるように、相反的と
思われるこの二つの目標の両立を実現ができたことが、ポスト・フォーディズム型組織の最
大の強みの一つである。
（2.8）J 選好に基づく取引費用最小化を通じた「部品と製品の生産の同期化の維持」と、
　　　「生産システム全体の絶えざる改善および部品・製品の品質向上による持続的な革新的
　　　イノベーション」の両立による J選好の強化
相反的とも考えられる上記二つの目標、すなわち、部品と製品の生産の同期化の維持と、
生産システムの改善および持続的な革新的イノベーションの両立を可能にしているのは、
（2.5）及び（2.6）で論じた、Ｊ選好のポスト・フォーディズム型組織による取引費用最小化
である。
まず、部品と製品の生産の同期化の維持について検討する。部品と製品の生産の同期化と
は、すべての部品の供給から製品の完成まで、中間在庫を最低限（ゼロ）にして、遅滞と無
駄のない（リーンな）生産システムを確立することである。この同期化のためには、下工程
が必要とする部品についての情報（数量・品目）が速やかに、かつ正確に上工程に伝えられ、
それを受けて、上工程では、必要量の部品が、適切なタイミングで、速やかに供給されなけ
ればならない。上工程では、外部の部品企業が、組立企業内部の部品生産部門と同等の役割
を果たすことが必要である。
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外部の部品企業が、組立企業内の部品生産部門と同等の J 選好を強めるのは、組立企業か
らの技術移転、安定的受発注、納入価格・資金面での配慮等が、長期にわたり、受けられる
ためである。特に、組立企業から高品質部品の安定的受注を得ることは、部品企業の経営を
安定させ、技術を向上させる。Ｊ選好の部品企業には、組立企業からの安定的な受注が永続
的に続くことが望ましい。一方、組立企業にとっては、Ｊ選好の長期取引志向に基づく、部
品企業との永続的な企業間関係とは、部品企業から永続的に、高品質・低価格の安定的な部
品供給等を受けられることである。こうした永続的な企業間関係は、長年取引を積み重ねて、
相互の信頼関係を構築したうえではじめて可能となる xiv。
信頼関係醸成のための具体的な目標が、両者の最大限の協働によってはじめて成し遂げら
れる生産の同期化である。生産の同期化という目標達成のために日々努力することによって、
両者の信頼感は日々確認され、J 選好は、一層強化される。それがさらに、「生産の同期化」
の精度を上げ、好循環を生む。そもそも生産の同期化のために、組立企業と部品企業が最大
限に協働したことが J 選好を生み出したものとみられる。
当事者相互の信頼感が各々の日々の経営改善に資するものであれば、相手が、組立企業外
部の部品企業であるか、組立企業内部の上工程であるかにかかわらず、部品発注元の下工程
との間で、生産の同期化に加えて、納入部品の品質向上及び関連する生産工程の改善等の協
議が、相互の機会主義的行動を懸念することなく行われる。J 選好のもとでは、長期にわたる
信頼関係の醸成が当面の取引における機会主義的行動よりも高い優先順位を与えられるため
である。機会主義的行動は、これまで築いてきた信頼関係を損なう大きなコストとなりリス
クとなる。
部品企業にとって、機会主義的に行動することのリスクは、組立企業との恒久的な取引関
係が占める割合が高いほど、さらに彼らが供給する部品の特殊品としての重要性が高いほど
大きい。部品発注主である組立企業（の下工程）にとっても、一部の部品企業に対して機会
主義的に行動することは、全部品企業に対する信頼感を失うことにつながりかねず、そのリ
スクは大きい。
このため組立企業と部品企業は、相互の信頼関係を裏切らない、または、裏切れない、ロ
ックイン、あるいは、ホールドアップされた状態にある。しかも、Ⅳ．で論ずるように、Ｊ選
好のもとでは、ハイリスク・ハイリターンよりも、ローリスク・ローリターンを選好し、新
しいビジネス機会よりも現在のビジネス継続を選好するので、二つ目の目標である「生産シ
ステム全体の絶えざる改善および部品・製品の品質向上による持続的な革新的イノベーショ
ン」と一つ目の目標である生産の同期化とは、必然的に、同時並行的に推進される。
持続的な革新的イノベーションと生産の同期化の両立を考えるとき、重要な課題は、一工
程・一部品における改善・品質向上が、他の工程および全工程、並びに他の部品および製品
全体にどのような影響を及ぼすか、その時、生ずると思われる多大なリスクとコストをどの
ように解決・解消できるかという点である。　　　
ポスト・フォーディズム型組織において、日々の改善による同期化システムへの影響の調
整に要するコストのうち、取引費用については、（2.5）及び（2.6）で論じたように、Ｊ選好の
下でのみ、最小化を実現できる。このため、総費用全体の最小化も達成可能である。これは、
企業内外の取引費用を比較衡量するという取引費用最小化のメカニズムを通じて、調達に関
連する組立企業内の従業員の機会主義的利益（組立企業にとっての企業内取引費用）及び部
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品企業の機会主義的利益（組立企業にとっての市場取引費用）の合計を最低限に抑制するこ
とができるためである。この時、この垂直統合的協業の上位者（組立企業）が下位者（部品
企業）に対する、内製・外注の選択権を行使し、特に最重要のものから内製するという手法
を通じた強い統制力が、外注先の企業にも、自社内部にも、有効に機能する。図５にみるよ
うに、これによって、外注先の部品企業と、自社の内部も含めたすべての関係当事者の機会
主義的利益を抑制できると同時にＪ選好に訴えることにより、これら関連当事者全ての信頼
感を高めることができる。この結果、日常的な改善が、現実には、様々な日常の障害を生じ
ても、最終的には、ジャストインタイムに象徴される効率的な部品と製品の生産の同期化シ
ステムを妨げず、むしろ、種々の障害を取り除くための一層の改善に基づく生産の同期化シ
ステムの改変と動態的な成長を生じて、継続的なモジュラー・イノベーションとアーキテク
チュラル・イノベーションを通じて、持続的な革新的イノベーションを生み出す。このため、
J 選好に基づく取引費用最小化を通じた部品と製品の生産の同期化の維持と、生産システム全
体の絶えざる改善による持続的な革新的イノベーションの両立が J 選好を一層強化する好循
環を生ずる。この結果、標準化され定義された部品は一定期間の後、必然的に見直され包括
的に再定義されることとなる（参考文献（40）及び（41））。
Ⅲ．で論ずる、垂直分離モデルの非Ｊ選好の中核企業とは対照的に、ポスト・フォーディ
ズム型組織（表３）の頂点にある組立企業は、ポスト・フォーディズム型組織である組立企
業と部品企業のピラミッド（階層組織または垂直的なクローズド・ネットワーク）を維持す
るためにこそ、最終製品である自社製品を、ファースト・ベスト市場において販売し、図３
にみるような、超過利潤 LEUK を獲得することが、必要不可欠である。組立企業の超過利潤
は、一次部品企業以下に広く均霑される必要があるためである。その場合においてのみ、組
立企業は、（2.5）及び（2.6）で論じたような、一次部品企業との長期安定的な関係を維持で
き、Ｊ選好を行う一次部品企業の信頼を得ることができる。一次部品企業は組立企業からの
長期安定的な契約を確保できれば、同様にして、二次部品企業に対して、長期安定的な契約
を確保できる。
図 5　Ｊ型企業（ポスト・フォーディズム型組織、または TCM 型企業）の費用最小化の
　　　メカニズム（手島茂樹、2014−2015）
Ｊ選好の下で、特殊品
としての複合財調達（開発・
内製、外注）に
おける取引費用最小化
差別化された高付加価値・
特殊品としての製品・部品
の調達・供給における
総費用の最小化
部品と製品の生産の同期化
改善・品質向上
部品と製品の同期化のプロセスの動態
的・持続的な改変
高品質、低コスト・低価格の製品供給
Ｊ型企業としての組立企業による
「持続的な革新的イノベーション」の
実現
− 62 −
表 3　各階層のＪ型企業における費用最小化のメカニズム（手島茂樹、2014−2015）
同じことは、Ｊ選好志向の人材についてもいえる。ポスト・フォーディズム型組織では、
雇用した人材の J 選好を強めるために、終身雇用、職能評価に基づく遅い昇進、企業内年金･
保険、退職金、企業内研修（OJT）等の制度を整える。こうした企業内制度を補完する社会
制度として、公的年金･保険制度、流動性の低い労働市場 xv 等がある。注目すべきは、これら
の諸制度を根幹で支えるのは、ポスト・フォーディズム型組織の収益であることである。
この収益性に関する必要条件が確保できなくなること、すなわち、市場の汎用品化こそが、
ポスト・フォーディズム型組織にとっての最大の課題であり、危機である。
組立企業が、部品企業との長期安定的な関係を維持し、しかも垂直統合的な主導権を確保
しているもう一つの要因は、組立企業が、複合財としての特殊品である製品の最重要部分の
開発・製作を自ら行うことによって、技術的な主導権・支配権を確保していることである。
そうでないとＪ選好を行うとはいえ、情報の非対称性が大きく機会主義的な利益を獲得でき
る場合にはこれを得ようとする部品企業に対して、垂直協調的な主導権・支配権を確立する
ことは難しい。
この収益と技術の両面での緊密な関係が、ポスト・フォーディズム型組織である組立企業
と部品企業との垂直的なネットワーク形成のかなめである。
Ⅲ．現代の市場競争Ⅱ型及びⅢ型、垂直分離モデルの中核企業による
急進的な革新的イノベーション、SMD型組織 　　　　　　
（3.1）急進的な革新的イノベーション、垂直分離モデル、現代の市場競争 II 型
Ⅰ．で論じたように、短期の機会主義的行動による利益の獲得を、長期にわたる信頼感の醸
成の利益よりも重視するのが、非Ｊ選好であり、需要・供給両面から最終製品の汎用品化が
急速に進む産業では、非Ｊ選好のもとで、「急進的、トップダウン型の、事前的な革新的イノ
ベーション（「急進的な革新的イノベーション」）」によって最終製品の最重要部分を産み出す
垂直分離モデルの中核企業（後述）が、アジア企業の供給する最終製品の価値をも支配する。
企業主体 製品 費用最小化のメカニズム
垂
直
統
合
の
諸
段
階
組立企業 複合財としての特殊品である製品
一次部品内製・外注における
取引費用最小化。
最終製品の総費用最小化。
一次部品サプライヤー 複合財としての特殊品である一次部品
二次部品内製・外注における
取引費用最小化。
一次部品の総費用最小化。
二次部品サプライヤー 複合財としての特殊品である二次部品
三次部品内製・外注における
取引費用最小化。
二次部品の総費用最小化。
（略） （略） （略）
ｎ次部品サプライヤー 複合財としての特殊品であるｎ次部品
（ｎ＋１）次部品内製・外注
における取引費用最小化。
ｎ次部品の総費用最小化。
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これが、現代の市場競争 II 型である。急進的な革新的イノベーションを行う中核企業たる米
国企業は、新製品の新市場を産み出す一方、アジア企業との間でオープン・ネットワークを
形成し、完成品を下請け製造させる。急進的な革新的イノベーションでは、既存のモジュー
ルやアーキテクチュアとは別に、新しいアーキテクチュアおよびモジュールが「急進的に」
産み出される。その結果、これまで存在しなかった IT エレクトロニクスの新製品や新ビジネ
ス領域が創出され、新しい大規模市場が作り出される。具体的には、メインフレームに対す
るパソコン（PC）の発明および PC の OS、MPU 等の創出、さらに、検索エンジンやクラウ
ドの構築、アイポッド、アイフォーン、アイパッド等の創出がある。
（2.5）の図 2 で論じた、フォーディズム型組織の取引費用最小化未達の問題は、迂回生産の
各段階を国際分業によって分断し、比較的コンパクトな中核企業とアジア企業との間のオー
プン・ネットワークを形成すること、すなわち、フォーディズム型組織の垂直分離を図り、
垂直分離モデルを構築することによって、回避される。それにより、ポスト・フォーディズ
ム型組織に対する競争劣位もまた解決される。すなわち、（2.7）の図４において、J 選好のポ
スト・フォーディズム型組織は、A 点から出発し、Ⅱ．で論じたように、取引費用を最小化
しながら、モジュラー・イノベーションやアーキテクチュラル・イノベーションを経て、持
続的なイノベーションを達成する点 B に到達した。一方、垂直分離モデルの中核企業は、急
進的な革新的イノベーションによって、A 点とは無関係に、「突然、急進的に」B 点に出現す
る。中核企業は新製品の核心部分と最終製品を分離し、最終製品については自ら破壊的イノ
ベーションを起こして、標準化・汎用品化を図る。すなわち、中核企業は、自らの競争力を
図 4 の B 点（新製品の基幹部分）で保ちつつ、アジア企業には、C 点（最終製品）で最終製
品の製造を担当させる。中核企業は、急進的な革新的イノベーションによる新製品創出を成
し遂げた自己の競争力の核心部分については、これを巧みに秘匿することによって、製品製
造のための契約ベースの国際分業オープン・ネットワークの構成企業、特に、製品製造を担
当するアジア企業に対する交渉上の優位を固め、主導権を握る。
一方、最終製品については、速やかに需要が汎用品化することを、当初より見込んだ上で、
中核企業自ら、積極的に破壊的イノベーションを推進する。すなわち、新製品とその生産シ
ステムを可能な限り標準化したうえで、ホンハイ等の EMS 企業に、生産を担当させる。この
ように、自社がリーダシップをとってアーキテクチュアを構築し、オープン・ネットワーク
の構造を決定する結果、オープン・ネットワーク全体の利益の過半は、中核企業が獲得する
といわれる（小川、2014）。
大規模な市場創出能力のある新製品や新しいビジネス･モデルの開発を連続して行うことが
出来れば、開発済みの製品のプロダクトライフサイクルが短縮化し、汎用品化が加速しても、
新製品や新ビジネス領域を創出し続ける垂直分離モデルの中核企業は、新市場の創出・開拓
等によって、競争力を維持することが可能である。
（3.2）垂直分離モデル、現代の市場競争 III 型、破壊的イノベーション
Ⅰ．で論じたように、垂直分離モデルの最終製品を生み出す非 J 型のアジア企業は、破壊的
イノベーションの結果、ポスト・フォーディズム型組織に対して競争力を持つ。これが、現
代の市場競争 III 型である。
（2.7）の図４の B 点から C 点への T1T1 曲線に沿った矢印③の動きは、破壊的イノベーシ
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ョンによる供給サイドの汎用品化を表し、製品の需要曲線 F2F2 から SS（セカンド・ベスト
市場）へのシフトで表される世界的な需要サイドの汎用品化とマッチするものである。その
意味で、汎用品化が急速に進む市場では、C 点で製品の生産を行う非 J 選好のアジア企業は、
B 点で製品の生産を行う J 選好のポスト・フォーディズム組織よりも競争力がある。B 点での
製品生産は、汎用品化した市場では、「高価格の過剰品質製品」とみなされるためである。こ
のため、日本企業は海外現地法人等に生産拠点を移管し、低コスト・低価格・汎用品による
C 点へのシフトを目指すが、垂直分離モデルほどの成果は上げられない。その理由は次のと
おりである。
標準化された製品の大規模生産については、①日本企業の在アジア現地法人よりも、アジ
ア企業の方が労務管理等の面で競争力を持つと思われること、②汎用品の大規模生産に特化
することは、（2.8）の最後で論じたように J 選好のポスト・フォーディズム組織の競争優位を
損耗させる恐れがあること、③ハイリスク・ハイリターンの新規大規模設備投資を素早い意
思決定で行う経営資源が日本企業は、アジア企業に比べて十分でないこと等である。これら
はすべて重大な課題であるが、その中でも②の、急速に汎用品化する需要に直面して、収益
性を確保できなくなること、すなわち、（2.8）で論じた収益面での裏付けがなくなり、ポス
ト・フォーディズム型組織の崩壊を招くことが日本企業の最大の課題である。
Ⅳ．ポスト・フォーディズム型組織（TCM型組織）とSMD型組織
これまでの分析をまとめると、Ⅱ．で論じたように、日本企業のポスト・フォーディズム型
組織（TCM 型組織）は、J 選好を持つ自社内外の取引相手を有効に利用することによって、
複合財としての特殊品調達に関する取引費用の最小化を達成し、製品と部品の生産の同期化
と持続的な革新的イノベーションを同時実現することができるため、汎用品化が、需給両面
から容易に進まない産業では競争力を保持する。部品レベルでも製品レベルでも汎用品化が
進まない表 4 の A 産業がそれに該当する。また、製品レベルでは汎用品化が進んでも、部品
レベルでは汎用品化が進まない B1 産業もこれに該当する。　
一方、Ⅲ．で論じた、垂直分離モデルの中核企業は新規製品開発にあたって、積極的に外部
経営資源・技術資源を利用し（オープン・イノベーション xvi）、新市場創出につながる新しい
製品コンセプトを創出する急進的な革新的イノベーションを達成できる。新製品の中枢部分
たるアーキテクチュアやモジュールについては、中核企業が独占的に開発し保有する。この
中核企業を SMD（Specialty Market Development）型組織と名付ける。
これまでにない画期的な新しいファーストベスト市場を生み出すことについては、TCM 型
組織よりも、SMD 型組織の方が優れている。SMD 型組織は少なくもその出発点においては、
ポスト・フォーディズム型組織やフォーディズム型組織よりも小規模であることから、企業
内取引費用の増加をそれほど恐れずに自社内で独占的に最重要部分の開発を行うことができ
る。しかも、経済環境・事業環境の急変に対して迅速に対応して、ハイリスク・ハイリター
ンな意思決定ができる。企業外部の経営資源・技術資源を利用するオープン・イノベーショ
ンについても、ポスト・フォーディズム型組織やフォーディズム型組織よりもはるかに効率
的に実現できる。画期的な新製品を連続的に創出できて、しかも、その中核部分を独占的に
供給できれば、個々の新製品の急速な汎用品化は脅威ではない。したがって、製品が急激に
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汎用品化する産業において中核部品の独占的供給者である SMD 型組織は TCM 型組織に対し
て、競争力を発揮する。すなわち、表 4 の B2 産業がこれに該当する。
日本企業にとっての深刻な課題は、需要・供給両面からの汎用品化が、今後、一層進展す
る可能性があることである。下記のとおり、TCM 型組織の優位性を実現するＪ選好の人材・
組織は、SMD 型組織の非Ｊ選好の人材・組織とは正反対の特性を持つため、TCM 型組織か
ら SMD 型組織への転換は簡単にはできない。さらに需要サイドの汎用品化への対応を誤り、
供給サイドの汎用品化にのみ傾注すると、ポスト・フォーディズム型組織の優位性を失い、
かつ、アジア企業との価格競争にも勝てないという最悪の結果になりかねない。汎用品化し
た表 4 の D1-D4 産業において、ポスト・フォーディズム型組織は、アジア企業に対して競争
力を持つことは難しい。
日本企業の解決すべき問題は二つある。第 1 に、ポスト・フォーディズム型組織の優位性
を生かしうる（A）産業および（B1）産業において、今後とも、この組織を持続可能とする
大規模市場を新たに開拓することである。第 2 に、新たに SMD 型組織、あるいは、それを超
える全く新たな企業組織を創出して、米欧のライバル企業による SMD 組織以上の成果を、急
進的な革新的イノベーションの分野で上げることである。
表４　産業競争力のマトリックス（手島茂樹、2006−2015）
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第 1 に関しては、まず、供給サイドに注目すべき点がある。一般に、新技術では、各部品・
各機能間の関係で不明なことが多く複雑性を生ずる、とされる。また、技術が未成熟な段階
では、垂直統合的な技術特性の下で、企業内の研究開発が、複雑性を削減する重要な役割を
果たすが、技術が成熟すれば、各部品・各機能の役割と相互関係が明確に定義されるように
なり企業間の水平的な関係が生ずる、とされる。そのように考えれば、ポスト・フォーディ
ズム型組織は、いずれすべての産業で消滅し、SMD 型組織にとって代わられそうな印象を与
える。しかし現実はそれほど単純ではない。
（2.8）で論じたように、（A）産業においては、たとえ一度、垂直的な生産プロセスが確立
され、部品と製品の生産の同期化が達成されても、長大な生産プロセスの随所で、絶えず、
多くの改善の可能性が見いだされ、上下工程の協働、組立企業と部品企業との協働等によっ
て、日々改善がなされる。この積み重ねによって、モジュラー・イノベーションやアーキテ
クチュラル・イノベーションを経て、持続的な革新的イノベーションが達成される。
このため、各部品・各機能の役割と相互関係が明確に定義されて確立され、その結果、標
準化が進展して、部品と製品の同期化が実現されても、日々の改善やそれに続く持続的イノ
ベーション等の結果、これらの明確な定義等は、絶えず、変質し、不明瞭になる。このため、
持続的な革新的イノベーションの遂行のためには、一度確立された技術体系といえども常に
見直され、定期的に再定義される必要がある。そうした再定義が行なわれていると思われる
報告がある（和田、2013）。そうでないと、部品と製品の同期化と持続的な革新的イノベーシ
ョンの両立はできない。この両立にかかる財・サービスは、まさに、膨大な取引費用を発生
させる、「複合財としての特殊品」そのものであり、取引費用の最小化が、重大な意味を持
つ。
「部品と製品の同期化と持続的な革新的イノベーションの両立」とは、いったんは、標準化
されても、常により上位の新しい標準化を目指して変容していく生産システム、と捉えるこ
とができる。したがって、問題の核心は、技術の成熟・未成熟ではなく、この生産システム
から、作り出された究極の複合財としての特殊品である最終製品に対して、その価値を高く
評価する大規模ファースト・ベスト市場を確保できるか否か、である。現状そうした特性を
持つ自動車産業は永遠にそうした産業であり続けるか否か、自動車に代わる、そうした需要
特性を持つ巨大産業は何か（例えば、（2.7）の図 4 の矢印④の方向）、である。ポスト・フォ
ーディズム型組織の存続のためには、こうした需要特性を持つ市場を確保し続けることこそ
が、絶対的な必要条件である。たとえば、人間の生活に多面的に深くかかわり、人間の生活
の質のレベルを大きく向上させ得るロボット産業は、このような特性を持つ巨大産業となり
うるか等、長期展望に立った真剣な市場創出が必要となる。
第 2 の SMD 組織に関しては、（3.1）で論じた、垂直分離モデルを再考する必要がある。こ
のモデルでは、中核企業が、新製品の基本概念を定め、そのアーキテクチュアを示し、基幹
部品を供給して、それ以外の分野については、広く情報を公開・共有し、他企業のオープン
な参加を求める。外部の参加企業は提示されたアーキテクチュアに従って、様々な関係分野
の開発を行い、完成品を作り上げる。大局的に見れば、中核企業の供給する部分のみが、特
殊品であり、それ以外の参加企業の供給部分は汎用品である。汎用品であるからこそ、供給
サイドでの生産システムの標準化、製品の一定品質化・低価格化（以上、「供給サイドの汎
用品化」）を生じる。さらに、低価格化は、一層、広範な需要を喚起（「需要サイドの汎用品
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化」）する。結果的には、まさに標準化された製品についての公開の場での、価格競争によ
る市場取引が展開される。生産プロセスは、はじめから標準化され、ここからイノベーショ
ンの種を育てることは、はじめから想定されない。これこそが、まさに、急進的な革新的イ
ノベーションとそれに付随する破壊的イノベーションであり、競争力の淵源、企業組織の在
り方、これらを支える人材等、上記の持続的な革新的イノベーションとは全く異質のもので
ある。特に、J 選好のポスト・フォーディズム型組織（TCM 型組織）を支える人材と非 J 選
好の SMD 型組織を支える人材とは正反対の特性を持っていると考えられる。J 選好を持つ、
TCM 型組織を支える人材（TCM 人材）は、以下の特性を持つ。
①　個人の思想・意思の表明よりは集団の中での調和の重視。
②　ハイリスク・ハイリターンよりはローリスク・ローリターンを志向
③　頻繁な転職によるキャリアアップよりは同一の職場（企業内）での昇進を選好
④　オープンでドライなネットワーク形成よりは比較的限定された範囲での濃密なネットワ
ークを志向
⑤　自由な発想と指導性を尊重するよりは方向性と枠組みが与えられた領域での精緻な分析
と作業を重視
一方、非 J 選好を持つ、SMD 型組織を支える人材（SMD 人材）は、以下の特性を持つ。
①　集団の中での調和よりは個人の思想・意思の表明の重視。
②　ローリスク・ローリターンよりはハイリスク・ハイリターンを志向
③　同一の職場（企業内）での昇進よりは頻繁な転職によるキャリアアップを選好
④　比較的限定された範囲での濃密なネットワークよりはオープンでドライなネットワーク
形成を志向
⑤　方向性と枠組みが与えられた領域での精緻な分析と作業を尊重するよりは自由な発想と
指導性を重視
SMD 人材は、明らかに、垂直分離モデルと急進的な革新的イノベーションを成功裏に実行
するに適した人材であり、TCM 人材は、部品と製品の同期化と持続的な革新的イノベーショ
ンの両立に適した人材である。汎用品化する産業で競争力を保つためには、日本及び日本企
業にとって、SMD 人材と SMD 型組織の育成が喫緊の課題である。但し、次のⅤ．で述べる留
意点がある。それに留意して新たな企業組織の設計・構築が行なわれねばならない。
Ⅴ．終章
これまで論じたように、汎用品化しにくい産業では、ポスト・フォーディズム型組織（TCM
型組織）が競争力を持ち、汎用品化しやすい産業では、垂直分離モデルの中核企業（SMD 型
組織）が競争力を持つ。もちろん、これは産業特性からみた必要条件であり、当該産業内の
すべての企業が競争力を持ち成功するわけではない。Ⅱ．およびⅢ．で論じた競争力の淵源を
生かし切った企業のみが現実に競争力を持つことになる。
その一方、（1.2）で論じた下記二つの課題は、TCM 型組織および SMD 型組織のいずれに
も共通である。再掲すると、
第一に、革新的ノベーションに基づく市場競争の結果として生ずる報酬格差・所得格差の
拡大は、市場競争そのものを弱体化し、経済厚生を悪化させる側面がある。このメカニズム
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を断ち切り、激しい市場競争の結果が、新たな革新的イノベーションによる、一層激しい市
場競争を招き、経済のダイナミズムが永続するシステムを構築することが必要である。
第二に、市場・産業が発展し、企業規模が大きくなるほど、衣食住全般にわたり、最終消
費財を供給する企業と需要者である消費者との間の情報の非対称性が拡大する可能性がある。
既述のとおり、企業間取引には、信頼感の醸成と機会主義的行動の緊張関係があるが、消費
者と企業との間の情報の非対称性を削減する恒常的なシステムは確立されていない。情報社
会がいかに進展しても、究極の経済主体である消費者が、供給者である企業との情報の非対
称性を埋められなければ、環境・健康面等に配慮した高度の生活の質を、持続的に保持し続
けるのは困難である。
第一の報酬格差の問題は、TCM 型組織よりも SMD 型組織の方が深刻である。TCM 型組
織がその強みである部品と製品の同期化と持続的な革新的イノベーションの両立を図るため
には、企業内の報酬格差を広げないほうが有効である。しかも、（2.8）で論じたように、関連
部品企業に対し可能な限り広く事業利益を均霑することが、J 選好強化による競争力涵養につ
ながる。むしろ汎用品化の進展等のために TCM 型組織が競争力を失い、本来の TCM 型組織
の特性を失っていく時にこそ、報酬格差の問題が顕在化する。一方、SMD 型組織は、企業内
及び下請け企業との間の報酬格差を広げることを競争力の淵源としている面があり、この第
一の課題を深刻化させる可能性が高い。今後、日本企業が、SMD 型組織や SMD 型人材ある
いは、それを超えるものを育成する場合、この点を深く認識すべきである。
第二の課題は、企業にとっては本来、非常に大きな事業機会を提供するものである。特に、
Ⅳ．で論じたように、ポスト・フォーディズム型組織にとっては、今後、自動車産業と並ぶ巨
大な（A）産業の発見が、最優先課題である。組立企業と部品企業との間で、機会主義的利益
を削減し、取引費用を最小化するベストの組合せを J 選好の下で見出したポスト・フォーデ
ィズム型組織は、衣食住全般にわたり人間の生活の質を向上させる、新しい（A）産業の創出
を、消費者との緊密な連携のもとに行うことができるはずである。 （以上）
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